
1 ．はじめに
　近年，洪水や土砂災害を引き起こす大雨や短時

間強雨が増加傾向にあり1），これらの災害の同時
発生による複合的な災害も頻発している。平成23
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（2011）年 9 月の和歌山県那智川流域では，台風
12号接近に伴う豪雨によって那智川の谷底平野に
注ぐ複数の山地渓流から土石流が同時多発的に流
入し，那智川本川洪水と合わさって谷底平野全体
に甚大な被害をもたらした。その被害は，土石流
警戒区域外まで拡大し，避難困難となった住民が
多数発生した2）。このように，土石流・洪水流の
複合的氾濫時には，氾濫範囲の拡大により安全性
の高い避難所や避難ルートの確保が困難となる。
加えて，椿ら3）が指摘するように，我が国に多い
谷底平野（中山間地域）では，人や物の重要な輸
送経路である道路や鉄道が河川沿いに配置されて
おり，氾濫時には主要な避難ルートが被災して使
用できず，避難困難となる事例が多い。土石流・
洪水流による複合的氾濫時の避難困難は，平成29
（2017）年 7 月九州北部豪雨の福岡県朝倉市乙石
川でも発生している。当災害では，山地斜面の崩
壊や土石流による直接的な影響に加えて，河道に
流入した流砂や流木が激しい流路変動を引き起こ
したことで，避難勧告発令から30分後には避難路
を使用できない事態となった4-6）。
　一方で，都市域の拡大により土石流危険渓流を
有する山地に住宅密集地が隣接することが多く，
これらの地域でも土石流流入や小河川の氾濫等に
よる複合的氾濫の被災リスクが高まっている。平
成26（2014）年 8 月に広島市安佐南区・安佐北区
で発生した土石流災害では，複数の山地渓流を流
下した土石流が住宅密集地に同時多発的に流入し，
甚大な人的・物的被害を発生させた。本災害では，
流入した土石流が建物・水路・道路網等の配置に
沿って選択的に流下し，また橋梁や道路狭窄部で
の大礫・流木閉塞による氾濫範囲変化も伴って，
平面的に偏った土石流被災範囲が形成された7）。
同様の事例は，平成30（2018）年 7 月豪雨による
土石流災害でも確認され，土砂災害警戒区域に指
定された区域内で被災箇所が偏っており，被災範
囲が区域外まで拡大する事例も見られた8,9）。
　これらのことから，山地や河川に隣接する建物
密集地域において複合的氾濫が発生した場合，現
行の土石流警戒区域では実際の被災リスクを厳密
に反映できないと考えられる。現行の土石流警戒

区域は，対象とする渓流の出口（扇頂部）を主な
基準地点として下流（扇端部）方向に地盤勾配 2
度までの扇形の範囲を指す場合が多い10,11）。すな
わち，現行の土石流警戒区域は，地盤高の平面分
布のみから対象区域が決定されており，区域内の
人工物配置に伴う土石流氾濫範囲の偏りを考慮で
きていない。建物密集市街地の人工物配置が土石
流・洪水流氾濫範囲に及ぼす影響については，災
害調査4,7），水路実験11-13），数値解析11,12,14-16）等によ
り知見が蓄積されつつあるが，複数の外力が合わ
さった複合的氾濫に対する建物密集市街地の被災
範囲については十分な知見が得られていない。し
たがって，多様な氾濫外力が組み合わさった複合
的氾濫が建物密集地で発生した場合，より安全な
避難行動を実行することが困難となることが想定
される。
　避難行動においては，まず避難目的地を決定す
ることが重要である。平成23年東日本大震災の津
波災害では，切迫した災害に対して避難場所の安
全性を考慮する余裕なく最寄りの避難場所に避難
した方々が被災するといった事例が見られた。こ
のことを踏まえ，平成25年の災害対策基本法改正
では，あらかじめ市町村が「指定緊急避難場所」
と「指定避難所」を指定することとなった。「指定
緊急避難場所」とは切迫した災害の危険から命を
守るために（一次的に）避難する場所を指し，「指
定避難所」とは災害により住宅を失った場合等に
おいて一定期間避難生活をする場所を指す。さら
に，指定緊急避難場所までの移動が困難と判断さ
れる場合の避難先として『近隣のより安全な場所
や建物（公園，親戚や友人の家，近隣の高い建物，
強度の強い建物等）』，それさえも困難な場合は屋
内待機（垂直避難）が望ましいとされている17）。
岐阜県飛騨地方で行われた令和 2年 7月豪雨時の
避難行動に関するアンケート18）では，避難行動を
行った住民の66.3％が「避難所」を避難目的地と
して選択しているが，「家族・親戚・知人宅」を
選択した住民も19.4％存在しており，避難目的地
としての『近隣のより安全な場所や建物』の重要
性が明らかとなっている。これらの複数の避難目
的地の選択を切迫する災害時に素早く行うために
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は，様々な外力・氾濫形態に対応した避難目的地
を事前に検討しておくこと，特に『近隣のより安
全な場所や建物』とはどこかをあらかじめ把握し
ておくことが重要であると考えられる。
　以上を踏まえ，本研究では，山地・河川が隣接
する市街地での複合的氾濫に対するより安全な避
難対策確立に資するため，本川および支川の洪水
氾濫，さらに土石流流入といった多様な外力条件
下での避難行動（避難目的地までの移動）の安全
性を数値シミュレーション結果に基づいた評価指
標により検証した。加えて，二次避難時の避難目
的地への移動の安全性も合わせて検証した。なお，
本検証では，マルチエージェントモデル例えば19,20）

で用いられるような避難対象者の避難行動に関す
る複雑なアルゴリズムを省き，数値計算により想
定される氾濫状況のみに着目し，避難のトリガー
も数値計算の算定値にのみ依存するものとして単
純化した。なお，数値計算に基づく本評価結果は，
数値計算結果と実際に起こりうる災害状況との乖
離が発生する可能性を考慮すると，地域住民に直
接提示するものではなく，複合的氾濫に対する避
難対策を検討する担当者が避難目的地の運用検討
等の際に活用するものとして位置付けることが望

ましいと考える。

2 ．検討の流れ
2. 1　検討対象領域
　検討対象領域は，兵庫県出石地区（図 1）であ
る。当該地区では，隣接する山地渓流や河川水お
よびその景観を利用した観光・地場産業が盛んで
あり，河川と人々との生活が密接に関わっている。
当該地区には，複数の土石流危険渓流を有する山
地，洪水被害を招く恐れのある河川（出石川）が
隣接し，さらに支川（谷山川）が市街地内を貫流
している。このような地形条件から，当該地区で
は図 1に示すように洪水氾濫リスクや土石流氾濫
リスクが重複しており，豪雨時には洪水流や土石
流の同時的な流入によって多様な氾濫被害形態が
形成される可能性がある。また，図 1を見ると当
該地区内のすべての「指定緊急避難場所」，「指定
避難所」が洪水もしくは土石流いずれかの氾濫外
力による被災リスクを有することがわかる。

2. 2　�数値シミュレーションと避難の安全性評価
　本検討では，本川・支川からの越流氾濫，土石
流危険渓流からの土石流流入といった氾濫外力を
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図 1　検討対象領域（兵庫県豊岡市出石地区）
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組み合わせ，多様な組み合わせから成る複合的氾
濫条件下で氾濫シミュレーションを行う。これら
のシミュレーション結果に基づき，多様な外力条
件での複合的氾濫に対して避難移動時の被災リス
クが相対的に低くなる避難目的地を検討する。本
検討では，避難移動時の安全性の指標として，
「避難開始点」から「避難目的地」までの避難に
必要な時間（リードタイム，本論文では避難開
始点～避難目的地間の距離を歩行困難者および
乳幼児の歩行速度，夜間発生時の徒歩移動速度
（＝1.8 km/時）21）で移動した場合にかかる時間と
し，TLと称する）と，シミュレーション結果から
得られる避難開始点周辺の浸水開始時刻（T1）か
ら避難目的地周辺の浸水開始時刻（T2）までの差
（＝T2－T1）との差分（＝（T2－T1）－TL）を用いる。
加えて，避難開始点周辺の移動困難が解消される
時刻（T3）から避難目的地周辺が再び移動困難と
なる（別の移動困難条件が追加された）時刻（T4）
までの差（＝T4－T3）と TLとの比較から，二次避
難時の避難目的地への移動の安全性も合わせて評
価する。なお，本検討では避難対象者の行動判断
は考慮せず，地形的，物理的に避難可能な目的地
かどうかを判定することに着目しているため，避
難目的地，避難開始点周辺の浸水状況が最も危険
と想定される状況を統一的な避難のトリガーとし
て設定している。よって，本検証は避難行動の開
始を極力遅くすることを推奨するものではなく，
より安全な避難行動には時間的な余裕をもって事
前に避難することが必要不可欠である。
　シミュレーションに用いる計算地形は，兵庫県
が公開している DSM（Digital Surface Model）22）

により建物位置・道路網等を地盤高として反映さ
せたものとした。したがって，本検討では，計算
範囲内の建物は不透過構造物であり，周辺の浸水
状況によって破壊されることはない。本検証では
最も被災リスクの高い状況下で安全性を評価する
こととし，本川・支川からの洪水氾濫と土石流流
入が同時発生した場合を想定して，浸水状況の時
系列変化を求めた。なお，計算メッシュは避難に
用いる検討地域内の道路幅（約 4m）を表現可能
な 2m正方メッシュとした（図 2参照）。

2. 3　使用する数値計算モデル
　数値シミュレーションでは，和田らが開発した
「土石流・洪水流複数流入モデル」23）を用いた。
本モデルは，複数の河川や山地渓流を含む範囲を
計算対象とし，これらより流出する土石流や洪水
流の同時多発的な氾濫や相互干渉を同一時間軸で
シミュレートできる。
　土石流・洪水流複数流入モデルの概要を図 3に
示す。本モデルは， 1つの 2 次元計算領域（氾濫
場）に複数の 1 次元計算領域（山地渓流）を任意
地点，任意流入角度で接続可能としたモデルであ
る。 2次元計算領域に設定する流入点はそれぞれ
別個の 1次元計算領域の下流端と連結する。これ

道路 河川
道路

道路 道路

図 2　 計算メッシュサイズと道路・河道幅との関
係（黒線：道路境界，青塗り：河道範囲）

図 3　土石流・洪水流複数流入モデルの概略
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らの 1次元計算領域は計算上 1本の渓流として取
り扱い， 1次元計算領域の計算点にそれぞれの渓
流の始点 ist_nおよび終点 ie_n（nは 1次元計算領域
番号）を設定することにより区別する。本モデル
の計算格子配置法は，スタッガードスキームを用
い，i番目スカラー量計算点（図 3中の「○」点）
の1/2∆ xまたは1/2∆yだけ下流側（xまたは y軸の
正方向）に i番目ベクトル量計算点（図 3中の
「□」もしくは「△」点）が存在するように配置す
る。なお，モデル内部の 1次元・ 2次元計算領域
の結合手法等の詳細については，引用文献23）を参
照されたい。
　本モデルの 2次元計算における基礎方程式を以
下に示す。 1次元計算では以下の式の y方向成分
について考慮しないものを用いる。なお，侵食・
堆積速度および河床せん断力は高橋24）を，平衡土
砂濃度 C∞は中川ら25）を，スタッガードスキーム
と計算点の配置は里深・水山26）を参考にした。
流動層全体の連続式

　
∂h

∂t
＋

∂M

∂x
＋

∂N

∂y
＝ib （ 1）

砂礫の連続式

　
∂Ch

∂t
＋

∂uCh

∂x
＋

∂vCh

∂y
＝ibC* （ 2）

x方向（流下方向）の運動方程式

　
∂M

∂t
＋

∂uM

∂x
＋

∂vM

∂y
＝ɡh

∂H

∂x
－
τ

x

ρ
 （ 3）

y方向（横断方向）の運動方程式

　
∂N

∂t
＋

∂uN

∂x
＋

∂vN

∂y
＝ɡh

∂H

∂y
－
τy
ρ

 （ 4）

河床位方程式

　
∂z

∂t
＋ib＝0 （ 5）

ここに，h：流動深，t：時間，（x, y）：水平面座標，
（M, N）：（x, y）方向の流量フラックス（M＝uh, 

N＝vh），（u, v）：（x, y）方向の水深平均流速，ib：

侵食・堆積速度，C：土砂濃度，C*：河床堆積物
の容積濃度，：重力加速度，H：水位（＝h＋z），
z：河床位，（τx, τy）：（x, y）方向の河床せん断力，
ρ：間隙流体の密度である。河床せん断力は，x方
向成分について表すと以下のようである。
C≧0.4C*（土石流）のとき

　
τ

x

ρ
＝

u u2＋v2 d 2

8h2{C＋（1－C）
ρ
σ }{( C*

C )1/3－1}2
 （ 6）

0.01＜C＜0.4C*（掃流状集合流動）のとき

　
τ

x

ρ
＝
1
0.49

u u2＋v2 d 2

h2
 （ 7）

C≦0.01または h/d≧30（掃流砂または泥流状乱流
土石流）のとき

　
τ

x

ρ
＝
ɡnm 2u u2＋v2 

h1/3
 （ 8）

である。ここに，σ：砂粒子密度，d：砂礫粒径，
nm：マニングの粗度係数である。y方向の河床せ
ん断力も同様の式系にて表される。
　侵食・堆積速度 ibを表す式は，
侵食（C∞≧C）のとき

　ib＝δe

C∞－C

C*－C∞

 
q

h
 （ 9）

堆積（C∞＜C）のとき，慣性的運動を無視すると，

　ib＝δd

C∞－C

C*

 
q

h
 （10）

である。ここに，q：土石流の単位幅流量，C∞：
平衡土砂濃度，δe：侵食速度係数，δd：堆積速度
係数である。
　平衡土砂濃度 C∞は以下のように表される。
tanθw≧tanϕのとき

　C∞＝Cmax＝0.9C* （11）

tanϕ＞tanθw＞0.138（土石流）のとき

　C∞＝
ρtanθw

（σ－ρ）（tanϕ－tanθw）
 （12）
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0.138≧tanθw＞0.03（掃流状集合流動）のとき

　C∞＝6.7{ ρtanθw

（σ－ρ）（tanϕ－tanθw）}
2
 （13）

tanθw≦0.03（掃流砂）のとき

　C∞＝
（1＋5tanθw）tanθw

σ/ρ－1 (1－αc
2
τ*c

τ*
)(1－αc 

τ*c

τ*

 )
 （14）

なお，τ*c＝0.04×101.72tanθw，αc
2＝ 
2(0.425－ σtanθw

σ－ρ )
1－

σtanθw

σ－ρ

である。ただし τ*＝
ρ

σ－ρ
htanθw

d
であり，τ*≦τ*c

のとき C∞＝0 である。ここに，θw：流れ方向の水
面勾配，ϕ：内部摩擦角，τ∗：無次元掃流力，
τ*c：無次元限界掃流力である。
　支配方程式の離散化手法は差分法を用い，時間
の差分には前進差分，空間差分のうち移流項の差
分には風上差分，それ以外には中央差分を用いる。

2. 4　計算条件
　数値シミュレーションの計算条件を表 1に示す。
計算条件は，複数の氾濫外力，すなわち，「ⅰ出
石川の越流氾濫」，「ⅱ谷山川の越流氾濫」，「ⅲ土
石流危険渓流からの土石流流入」を組み合わせて
設定した。本検討では，避難目的地をより安全側
の条件下（最も危険な状況下）で評価するため，
最大規模の氾濫被害を想定し，対象とする土石流
は出石市街地に隣接する 7 つの土石流危険渓流
（図 1に示す桃色番号）全てからの同時流入とし，

谷山川放水路の機能（出石川への排水機能）を考
慮しない条件で計算を行った。また，土石流危険
渓流にはいくつかの既設砂防堰堤が存在するが，
現地で確認したところ堰堤の堆砂ポケットがやや
埋まっている状況であったことから，本検討では
最大規模の氾濫被害を想定するため堆砂ポケット
を満砂状態として設定した。
　想定する外力規模について，『洪水・高潮氾濫
からの大規模・広域避難に関する基本的な考え
方』27）によると，地域にとって過去最も被害をも
たらした災害（既往最大災害）の規模を対象とす
ることが推奨されている。既往最大災害規模を検
討対象にすると，周辺河川の状況や風雨の状況等
による避難行動の制約条件が明確となり，対象地
区の関係者にとってイメージしやすいためである。
よって本検討では，出石地区を含む円山川水系の
既往最大出水である平成16年10月台風23号豪雨規
模を対象規模とした。なお，「ⅰ出石川からの氾
濫」・「ⅱ谷山川からの氾濫」では，上記豪雨にお
いても破堤が起こらなかったことを踏まえ，越流
氾濫のみとしている。
　図 4に出石川，谷山川および土石流危険渓流の
氾濫発生規模におけるハイドログラフを示す。出
石川の計算対象流量は，平成16（2004）年10月20
日18時～21日 5 時の弘原水位流量観測所の実績流
量を用いた。谷山川の計算対象流量は，上記の出
石川実績流量を面積按分することで算出した（出
石川，谷山川の流域面積は地形図で読み取り，そ
れぞれ251 km2，3.94 km2）。なお，氾濫が発生し
ない程度の供給流量（表 1に示す供給条件「×」

表 1　計算 CASE（CASE別氾濫外力条件）

計算 CASE
番号

出石川の
越流氾濫

谷山川の
越流氾濫

土石流危険渓流から
の土石流流入

1 〇 〇 〇
2 × 〇 〇
3 × 〇 ×
4 × × 〇

※ 「〇」は外力として考慮する，「×」は外力として考慮し
ない（河川では既往最大流量の1/2規模，土石流危険渓
流では土石流流入なしとする）
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図 4　 出石川・谷山川・土石流危険渓流の氾濫
発生規模のハイドログラフ
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の場合）はそれぞれの流入量の1/2の量を与える
ものとした。
　土石流危険渓流を対象とする 1 次元計算領域
（ 7つ）の上流端に与える土石流流入ピーク流量は，
砂防基本計画策定指針28）による以下の式を用いた。

　Qsp＝
C*

C*－Cd

×Qp （15）

ここに，Qsp：土石流ピーク流量（m3/s），C*：渓
床堆積土砂の容積濃度，Cd：土石流濃度，Qp：計
画規模の年超過確率の降雨量に対する清水の対象
流量（m3/s）である。土石流濃度 Cdは同指針28）に
よる以下の式を用いた。

　Cd＝
ρtanθ

（σ－ρ）（tanϕ－tanθ）
 （16）

C*，ρ，σ，tanϕは表 2で示した設定値を用いた。
tanθは領域上流端から下流100m区間の平均河床
勾配とする。
　計画規模の年超過確率の降雨量に対する清水の
対象流量 Qpは同指針28）による以下の式のように

合理式を用いる。

　Qp＝
1
3.6
× f ×r×A （17）

ここに，f ：流出係数，r：洪水到達時間内におけ
る平均雨量強度（mm/h），A：流域面積（km2）で
ある。なお，本研究では fを既往研究14）に倣い0.7
とし，rを平成16（2004）年10月台風23号豪雨に
おける最大雨量強度である48（mm/h）（豊岡市但
東久畑雨量観測所）30）とした。Aは 7 つの土石流
危険渓流の流域面積を地形図で読み取ったものを
用いた。土石流部分の流入ハイドログラフは既往
研究14）に倣い土石流流入時間を360秒，ピーク流
量継続時間を240秒とする台形ハイドログラフと
し，計算開始から1,800秒後にピーク流量 Qspとな
るように設定した。土石流部分以外のハイドログ
ラフは図 5に示す豊岡市但東久畑雨量観測所の雨
量ピーク後の実績時間雨量と（17）式の合理式か
ら 1時間ごとの流量を算出し，内挿補間すること
で作成した。なお，表 2に示すように，本検討で
は，各土石流危険渓流における初期侵食可能土砂

表 2　計算に用いるパラメータ

計算パラメータ Value Unit

総計算時間（Tmax） 10 hr

計算タイムステップ（∆t） 0.01 s

流速発生閾水深（hfmin） 0.05 m

水深最小値（hmin） 0.01 m

マニングの粗度係数（nm）※ 0.04 m－1/3s

重力加速度（ g） 9.8 m/s2

間隙流体の質量密度（ ρ）※ 1000 kg/m3

土砂に関する
パラメータ

粒径（d） 0.01 m

土砂の質量密度（σ）※ 2650 kg/m3

河床堆積土砂濃度（C*）※ 0.56 －
内部摩擦角（tanϕ）※ 0.75 －
侵食速度係数（δe）※ 0.0007 －
堆積速度係数（δd） 0.05 －

1 次元計算に関する
パラメータ

一次元計算点数（ie1） 460 －
一次元計算渓流数 9 －

一次元計算点間隔（∆x1） 10 m

初期侵食可能土砂厚（D1） 10 m

2 次元計算に関する
パラメータ

二次元計算点数（ie2×je2） 547×1150 －
二次元計算点間隔（∆x2×∆y2） 2×2 m

初期侵食可能土砂厚（D2） 0 m
※既往土石流シミュレーション29）の設定値を参考に設定
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厚は便宜的に一律10mとして与えた。一方， 2
次元計算領域では土石流危険渓流からの外力のみ
の影響を考慮するため，初期侵食可能土砂厚は設
定していない。

2. 5　想定する避難目的地と避難開始点
　数値シミュレーション結果をもとに，検討対象
領域内に「避難目的地」および「避難開始点」（図
1および表 3に示す）を設定した。これらの図表
に示す地点①～⑥はハザードマップ等に記載され
る「指定緊急避難場所」または「指定避難所」であ
る。地点①～⑥の中には風水害時に避難場所とし
て対応できない場所も含まれているが，本検討で
は災害切迫時に避難者が選択する可能性がある一
時的な避難先（『近隣のより安全な場所や建物』）
として避難目的地の候補にあげている。地点⑦～

⑭は出石地区の観光関連施設であり，観光客や従
業員が比較的多く避難時に考慮すべき場所として
筆者らで選定した箇所である。2.2で述べたように，
これらの地点周辺の移動困難状況発生時刻の差
（一次避難では T2－T1，二次避難では T4－T3）を
求め，これらを避難目的地別に TLと比較すること
で避難安全性を評価した。以上より，一次避難お
よび二次避難時の避難目的地までの移動安全性の
指標 Ta1，Ta2は，それぞれ以下のように表される。

　Ta1＝（T2－T1）－TL （16）

　Ta2＝（T4－T3）－TL （17）

移動困難状況発生時刻は，「水害ハザードマップ
作成の手引き」31）に示される実験データや既往水
害時の避難実績から「浸水深0.5m以上」，「算定
流速0.5m/s以上」，火山灰堆積上における自動
車通行試験成果32）から「土砂堆積厚10 cm以上」
とし，これらのいずれかを地点周辺メッシュのう
ち一つが満たした時刻とした。なお，避難目的地
または避難開始点における「周辺メッシュ」とは，
各点の座標が含まれるメッシュとそれに隣り合う
8つのメッシュを指すものとする。
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図 5　豊岡市但東久畑雨量観測所の実績時間雨量30）

表 3　想定する避難目的地と避難開始点

No. 地点 指定避難所 緊急指定避難場所 風水害対応避難所 地震対応避難所
① 出石高等学校 － 〇 〇 〇
② 出石中学校 〇 － － 〇
③ 弘道地区コミュニティセンター 〇 〇 〇 〇
④ 弘道小学校 〇 － － 〇
⑤ 出石幼稚園 － 〇 － 〇
⑥ I本店 － 〇 〇 〇
⑦ 豊岡市営鉄砲町パーキング － － － －
⑧ 土産街中（但馬國出石観光協会） － － － －
⑨ 土産街西（T銀行出石支店） － － － －
⑩ 土産街東（S酒造） － － － －
⑪ 緊急輸送道路（県道 2号柳交差点） － － － －
⑫ 市街地北（県道 2号川原交差点） － － － －
⑬ 市街地西（県道10号料亭W付近） － － － －
⑭ 市街地東（出石明治館） － － － －
※地点⑦～⑭は筆者らにより設定
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3 ．結果と考察
3. 1　複合的氾濫時の氾濫被害時系列変化
　全ての氾濫外力（出石川の越流氾濫，谷山川の
越流氾濫，全土石流危険渓流からの土石流流入）
を考慮した Case 1 におけるピーク流量時刻から
10分後，30分後， 1時間後， 3時間後， 5時間後，

10時間後における計算期間内最大浸水深平面分布
を図 6に，計算流速平面分布を図 7に示す。出石
地区中心部（避難目的地⑧⑨周辺）の街路では，
ピーク流量時刻から30分後には既に浸水深が
0.50mを超過しており，出石地区中心部の住民・
観光客の避難行動が困難となることが示唆される。
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図 6　Case 1 における計算浸水深平面分布の時系列変化（図中の番号は「避難目的地」「避難開始点」を示す）
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図 7より，谷山川や土石流危険渓流の流向と同じ
方向となる東西方向の街路上の流速が大きいこと
から，これらの街路が導水路の役割を果たし洪水
流がすばやく中心部に供給される可能性があるこ
とも示唆される。さらに，谷山川下流端（出石川
合流点）に設けられている水門により，谷山川放

水路が機能しない場合は谷山川下流（②⑪⑬周辺）
で流れが停滞し，沿川での氾濫が拡大する可能性
も示唆される。加えて，10時間後の結果から，ポ
ンプ排水などの対策が講じられない場合は，ピー
ク流量時刻から10時間後も出石地区中心部の浸水
深は低下しないことも示唆される。一方で，出石
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図 7　Case 1 における計算流速平面分布の時系列変化（図中の番号は「避難目的地」「避難開始点」を示す）
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地区の大規模駐車場⑦の周辺は，いずれの氾濫外
力の影響も受けにくい場所であることも示唆され
た。このように，本研究の複合的氾濫および人工
物配置を考慮した数値シミュレーションにより，
対象地区内の浸水被害リスクの偏在性が明らかと
なった。これらの情報は，各氾濫外力による最大
被害リスクを包絡・併記した従来のハザードマッ
プからは得られない情報であり，市街地内の避難
行動時の被災リスク軽減において有用な情報とな

り得ると考えられる。

3. 2　�複数の氾濫外力の組み合わせ別の氾濫被
害特性

　図 8は全 Caseの計算期間内での最大浸水深の
平面分布を示している。なお，各 Caseの出石地
区中心部の浸水深分布を拡大したものを拡大図 A，
Bとして合わせて示している。Case 1 および
Case 2 を比較すると，Case 1 では出石川左岸側
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図 8　Case別の計算期間内の最大浸水深平面分布（図中の番号は「避難目的地」「避難開始点」を示す）
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で0.30～0.50m程度の越流浸水が発生し両者に違
いがあるが，右岸の出石地区では両者の氾濫状況
にほとんど違いは見られなかった。このことから，
「ⅰ出石川からの越流氾濫」が出石地区の氾濫被
害へ及ぼす影響は小さいと考えられる。Case 2～
4 を比較すると，Case 2 の最大浸水深分布に近い
のは Case 4 であることから，出石地区中心部の
浸水被害は，「ⅱ谷山川からの越流氾濫」よりも
「ⅲ土石流危険渓流からの土石流流入」のほうが
氾濫への影響がより大きいと考えられる。このよ

うな土石流発生による市街地内の浸水被害は平成
26年 8 月広島市安佐南区でも確認されており（図
9参照），本モデルを用いたシミュレーションに
よって市街地内の複合的氾濫が有する特性を表現
可能であることがわかる。
　図10は Case 3 および Case 4 の計算終了時の土
砂堆積厚平面分布を示している。これらの図より，
土石流流入を考慮した Case 4 では，出石庁舎前
（③周辺，拡大図 A参照）や放水路上流域（①周辺，
拡大図 B参照）の谷山川との合流点で土砂堆積が
顕著となっており，これらの土砂堆積により谷山
川の洪水流下が抑制されて合流点周辺の氾濫範囲
が拡大する可能性が示されている。これは，図 7
拡大図 Bに示す Case 4 の最大浸水深分布におい
て，これらの合流点周辺で氾濫範囲が拡大してい
ることからも明らかである。なお，土石流流入を
考慮しない Case 3 でも 1m未満の浅い河床上昇
（土砂堆積）が合流点付近で発生している。これ
は一次元計算の渓流部に設けた初期侵食可能土砂
厚を流水が侵食して合流点まで流下したためであ
るが，これらの土砂堆積による合流点付近での氾
濫範囲拡大は見られない（図 8拡大図 B参照）。
このことから，土石流流入と河川氾濫が同時に発
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図10　 計算終了時の土砂堆積厚平面分布（Case 3 および Case 4，図中の番号は「避難目的地」「避難開始点」
を示す）

図 9　 平成26年広島市土砂災害後の浸水状況（八
木三丁目，筆者により2014/8/21撮影）
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生する複合的氾濫では，それぞれの外力に対する
氾濫からは想定できない被災リスクが発生する可
能性があることがわかる。
　図11は Case 2 および Case 4 の計算期間におけ
る地点①～⑭周辺の計算浸水深，計算流速および
計算土砂堆積厚の時間変化を示している。なお，
本検討では「水害ハザードマップ作成の手引き」
の実験データ31）を踏まえて，10 cm未満の計算浸
水深で算定された場合の流速値は避難に影響ない
ものとし，検討には用いていない。この図より，
各地点の計算浸水深および計算流速については
Case 4 よりも Case 2 のほうが概ね大きくなり，
さらに Case 2 のほうが計算値が高い状態がより
長くなることがわかる。これは，Case 2 では②
谷山川の越流氾濫が追加され，より氾濫外力が大
きい条件となっているためである。しかしながら，
計算値の時間変化の傾向は似ており，ピーク流量
時刻から 2～ 3時間後に浸水深が増加して 5時間
後以降に低減する傾向や，移動困難状況の発生は
流速値の超過によるものが多い傾向等が同じで
あった。これは，前述したように，出石地区の浸
水被害に対して，ⅱ谷山川の越流氾濫よりもⅲ土
石流流入のほうが影響が大きいことを示している
と考えられる。このように，両者の計算値の差分

を考察することで，それぞれの外力の影響の程度
を見積もることができる。
　以上より，本研究で実施したシミュレーション
結果は，複合的氾濫特有の氾濫特性を表現可能と
し，河川越流や土石流流入等のどの氾濫外力が被
害に強く影響するかを見積もることが可能となっ
た。

3. 3　�複数的氾濫時の避難目的地までの移動安
全性評価

　数値シミュレーション結果に基づく複合氾濫時
の避難目的地別の避難安全性評価の一例を表 4に
示す。この表では Case 2 のシミュレーション結
果より地点①～③を「避難目的地」，地点①～⑭
を「避難目的地」とした場合のそれぞれの Ta1，
Ta2と「避難行動時に懸念される被災リスク」の有
無により，避難目的地までの避難安全性を「〇」，
「△」および「×」で評価している。ここで，「避
難行動時に懸念される被災リスク」とは，避難所
周辺および避難ルート上のいずれかの計算メッ
シュの浸水深，流速，堆積土砂厚が歩行困難また
は自動車移動困難と判断される場合としている。
本検討では，「避難行動時に懸念される被災リス
ク」の有無は数値計算結果の平面分布から確認す

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

計
算

浸
水

深
(m

)

流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

歩行者移動限界ライン

計算浸水深

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

歩行者移動限界ライン

計算流速

0
0.05
0.1

0.15
0.2

0.25
0.3

0.35
0.4

0.45
0.5

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

堆
積

厚
(m

)

流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

自動車移動限界ライン

土砂堆積厚

計
算

流
速

(m
/s

)

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

計
算

浸
水

深
(m

)

流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

歩行者移動限界ライン

計算浸水深

0
0.1
0.2
0.3
0.4
0.5
0.6
0.7
0.8
0.9

1

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10
流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

歩行者移動限界ライン

計算流速

0
0.05

0.1
0.15

0.2
0.25

0.3
0.35

0.4
0.45
0.5

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

堆
積

厚
(m

)

流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (hr)

自動車移動限界ライン

土砂堆積厚

計
算

流
速

(m
/s

)

Case 4
(出石川越流×・谷山川越流×・土石流流入○)

Case 2
(出石川越流×・谷山川越流○・土石流流入○)

0
0.05

0.1
0.15

0.2
0.25

0.3
0.35

0.4
0.45

0.5

0 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

堆
積
厚

(m
)

流量ピーク・土石流流入開始からの経過時間 (min)

①出石高等学校

②出石中学校

③出石庁舎

④弘道小学校

⑤出石幼稚園

⑥I本店

⑦鉄砲町パーキング

⑧但馬國出石観光協会

⑨T銀行出石支店

⑩S酒造

⑪県道２号柳交差点

⑫県道２号川原交差点

⑬県道10号料亭W

⑭出石明治館

自動車移動限界ライン

自動車移動限界ライン

図11　計算期間内の地点①～⑭周辺の計算値時間変化（Case 2 および Case 4）
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表 4　複合氾濫時の避難目的地までの移動安全性評価の一例（Case 2 の地点①～③）

避難
目的
地

No.

避難
開始
点

No.

距離
（m）

リード
タイム

TL

（min）

T1 T2
Ta1

（min）

避難
目的地
（一次）
として
の評価

T3 T4
Ta2

（min）

避難
目的地
（二次）
として
の評価

避難行動時
に懸念され
る被災リス
ク

時刻
（min）原因

時刻
（min）原因 

時刻
（min）原因

時刻
（min）原因

　①

① 0 0 97 流速 97 流速 0 － 334 流速 212 堆積 －122 ×
「ⅱ谷山川
からの越流
氾濫」によ
る谷山川沿
いでの浸水
による被災
リスクあり

「ⅲ土石流
流入」によ
る入口付近
での土砂堆
積による被
災リスクあ
り

② 1700 57 非発生 － 97 流速 － 避難無 334 流速 212 堆積 －179 ×
③ 650 22 11 流速 97 流速 64 △ 334 流速 212 堆積 －144 ×
④ 850 28 0 堆積 97 流速 62 △ 334 流速 212 堆積 －150 ×
⑤ 1100 37 13 流速 97 流速 48 △ 334 流速 212 堆積 －159 ×
⑥ 1400 47 非発生 － 97 流速 － 避難無 334 流速 212 堆積 －169 ×
⑦ 700 23 非発生 － 97 流速 － 避難無 334 流速 212 堆積 －145 ×
⑧ 500 17 30 流速 97 流速 58 △ 334 流速 212 堆積 －139 ×
⑨ 700 23 22 流速 97 流速 47 △ 334 流速 212 堆積 －145 ×
⑩ 450 15 5 流速 97 流速 70 △ 334 流速 212 堆積 －137 ×
⑪ 800 27 非発生 － 97 流速 － 避難無 334 流速 212 堆積 －149 ×
⑫ 1200 40 75 流速 97 流速 －25 × 334 流速 212 堆積 －162 ×
⑬ 900 30 非発生 － 97 流速 － 避難無 334 流速 212 堆積 －152 ×
⑭ 260 9 5 流速 97 流速 70 △ 334 流速 212 堆積 －131 ×

②

① 1700 57 97 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △

「ⅱ谷山川
からの越流
氾濫」によ
る谷山川沿
いでの浸水
による被災
リスクあり

② 0 0 非発生 － 非発生 － － － 非発生 － ∞ － ∞ △
③ 1100 37 11 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
④ 1300 43 0 堆積 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑤ 1000 33 13 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑥ 1300 43 非発生 － 非発生 － － 避難無 非発生 － ∞ － ∞ △
⑦ 750 25 非発生 － 非発生 － － 避難無 非発生 － ∞ － ∞ △
⑧ 850 28 30 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑨ 650 22 22 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑩ 950 32 5 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑪ 550 18 非発生 － 非発生 － － 避難無 非発生 － ∞ － ∞ △
⑫ 400 13 75 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △
⑬ 550 18 非発生 － 非発生 － － 避難無 非発生 － ∞ － ∞ △
⑭ 1100 37 5 流速 非発生 － ∞ △ 非発生 － ∞ － ∞ △

③

① 650 22 97 流速 10 流速 －108 × 26 流速 188 流速 140 △

「ⅲ土石流
流入」によ
る建物入口
付近での浸
水による被
災リスクあ
り

② 1100 37 非発生 － 10 流速 － 避難無 26 流速 188 流速 125 △
③ 0 0 11 流速 10 流速 0 － 26 流速 188 流速 162 △
④ 800 27 0 堆積 10 流速 －16 × 26 流速 188 流速 135 △
⑤ 600 20 13 流速 10 流速 －16 × 26 流速 188 流速 142 △
⑥ 750 25 非発生 － 10 流速 － 避難無 26 流速 188 流速 137 △
⑦ 300 10 非発生 － 10 流速 － 避難無 26 流速 188 流速 152 △
⑧ 150 5 30 流速 10 流速 －24 × 26 流速 188 流速 157 △
⑨ 260 9 22 流速 10 流速 －20 × 26 流速 188 流速 153 △
⑩ 350 12 5 流速 10 流速 － 6 × 26 流速 188 流速 150 △
⑪ 350 12 非発生 － 10 流速 － 避難無 26 流速 188 流速 150 △
⑫ 750 25 75 流速 10 流速 －89 × 26 流速 188 流速 137 △
⑬ 450 15 非発生 － 10 流速 － 避難無 26 流速 188 流速 147 △
⑭ 350 12 5 流速 10 流速 － 6 × 26 流速 188 流速 150 △
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る方法で簡易的に評価している。以上より，表中
の「〇」は Ta1，Ta2が＞ 0 となり，かつ，「避難行
動時に懸念される被災リスク」がない場合，「△」
は Ta1，Ta2が＞ 0 となるが，「避難行動時に懸念
される被災リスク」がある場合，「×」は Ta1，Ta2

が＜ 0 となり，避難目的地までの移動において
リードタイムを確保できない場合を示す。そもそ
も避難開始地点が安全と評価される場合は T1を
「非発生」と記載し，避難目的地の評価欄に「避難
無」と明記している。
　この表より，一次的避難目的地として有用で
あっても，その後の流速超過や堆積厚超過により
二次的避難には適さない箇所が存在する一方，一
次的避難よりも二次避難場所として有用と考えら
れる箇所も存在することがわかる。本評価方法で
は，避難行動を単純化して，想定した「避難目的
地」と「避難開始点」での移動困難時刻の差から
評価しているが，流れの上流側に向かって移動す
る場合や避難ルート上に移動困難箇所が発生する
場合があることを考慮していない。これらの点に
ついては，避難時の地域住民の行動原理や避難困

難性に関する十分な検討を踏まえた条件設定が必
要であり，本手法の妥当性を高めるためには必要
不可欠な課題である。
　表 5は，表 4の整理により得られた，Case 2 に
おける地点①～⑭に対する複合氾濫時の避難目的
地までの避難安全性を一覧で示している。地点①
～⑥が市町村が指定する「指定緊急避難場所」ま
たは「指定避難所」であるが，既往最大規模の複
合的氾濫時にはこれらを避難目的地として設定し
た場合の避難安全性が低くなる可能性がある。こ
れらの地点が河川や土石流危険渓流に隣接してお
り，被災リスクが比較的高い地域に立地している
ことが原因である。一方で，避難開始点として設
定した地点⑦や地点⑪～⑫では，一次・二次避難
目的地としての避難が安全であることが示唆され
る。これらの地点は駐車場や道路交差点であるた
め，避難施設は設置されていないが，今後当該地
区における安全な避難施設の配置を検討する際に
は有用な情報となると考えられる。

表 ５　複合氾濫時の避難目的地までの移動安全性評価（Case 2）

避難目的地（一次） 避難目的地（二次）
①
※1
②
※1
③
※3
④ ⑤ ⑥

※2
⑦ ⑧

※3
⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

※2
⑭ ①

※1
②
※1
③
※3
④ ⑤ ⑥

※2
⑦ ⑧

※3
⑨ ⑩ ⑪ ⑫ ⑬

※2
⑭

避
難
開
始
点

① △ × × × △ 〇 × × × 〇 × △ × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
② 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 × △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
③ △ △ × × △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ × × △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
④ △ △ × × △ 〇 △ × × 〇 〇 △ × × △ △ 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
⑤ △ △ × × △ 〇 △ × × 〇 〇 △ × × △ △ × △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
⑥ 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 × △ △ × 〇 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ ×
⑦ 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 × △ △ × 〇 △ △ 〇 × 〇 〇 △ ×
⑧ △ △ × × × △ 〇 × × 〇 〇 △ × × △ △ × 〇 △ 〇 〇 × 〇 〇 △ ×
⑨ △ △ × × × △ 〇 △ × 〇 〇 △ × × △ △ × 〇 △ 〇 △ × 〇 〇 △ ×
⑩ △ △ × × × △ 〇 △ 〇 〇 〇 △ × × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 〇 〇 △ ×
⑪ 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 △ ×
⑫ × △ × × × △ 〇 × × × 〇 △ × × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 △ ×
⑬ 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 無 × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 ×
⑭ △ △ × × × △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △ × △ △ × 〇 △ 〇 △ 〇 × 〇 〇 △

「〇」は Ta1，Ta2 が＞ 0，かつ，避難所周辺および避難ルート上に被災の懸念がない場合，
「無」は Ta1＝∞（洪水非発生）となり，避難の必要性が無い場合，
「△」は Ta1，Ta2 が＞ 0，避難所周辺および避難ルート上に被災の懸念がある場合，
「×」は Ta1，Ta2 が＜ 0で避難目的地までの移動においてリードタイムを確保できない場合
※1：「ⅱ谷山川からの越流氾濫」の外力による谷山川沿いでの浸水による被災リスクがあるため「△」とした。
※2：「ⅱ谷山川からの越流氾濫」による谷山川横断時の浸水による被災リスクがあるため「△」とした。
※3：「ⅲ土石流流入」による建物入口付近での浸水による被災リスクがあるため「△」とした。
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4 ．まとめと今後の課題
　本研究では，山地や河川が隣接する建物密集地
域において，本川洪水氾濫，支川洪水氾濫，土石
流流入といった多様な外力による複合的氾濫時の
避難経路（避難目的地までの移動）の安全性につ
いて，数値シミュレーション結果に基づいて検証
した。本検証では，対象地区内に「避難開始点」
および「避難目的地」を設定し，これら 2 地点間
の避難移動に必要な時間（リードタイム）と，シ
ミュレーション結果による避難開始点周辺の浸水
開始時刻から避難目的地周辺の浸水開始時刻まで
の差分値を検証の指標として用いた。
　土石流・洪水流による複合的外力および氾濫場
の人工物配置を考慮した氾濫シミュレーションに
よって，対象地区内の浸水被害リスクの偏在性や
外力別の氾濫被害への影響の程度を見積もること
が可能となった。次に，対象地区の「避難目的地」
および「避難開始点」を設定し，これらの 2 地点
間の避難安全性を簡易的に評価したところ，河川
や土石流危険渓流に隣接する一部の「指定緊急避
難場所」や「指定避難所」の安全性が，既往最大
規模の複合的氾濫時には低くなる可能性が示唆さ
れた。一方で，避難開始点として設定したいくつ
かの地点で，一次・二次避難目的地としての十分
な安全性が確保されていることも示された。これ
らの地点は駐車場や道路交差点であり，避難施設
は設置されていないが，今後当該地区のより安全
な避難施設を検討するにあたっては有用な情報と
なると考えられる。これらの情報は，各氾濫外力
による最大被害リスクを包絡・併記した従来のハ
ザードマップからは得られない情報であり，今後
の複合的氾濫に対する避難対策に活用可能な指標
となり得ると考えられた。
　ただし，本研究では，避難行動を単純化して，
想定した「避難目的地」と「避難開始点」での移動
困難時刻の差のみから安全性を評価しており，流
れの上流側に向かって移動する場合や避難ルート
上に移動困難箇所が発生する場合などを氾濫時の
移動困難さを十分に表現できていない。これらの
点については，避難時の地域住民の行動原理や避
難困難性に関する十分な検討を踏まえた条件設定

が必要である。また，本研究では避難が最も困難
な状況を想定するため，避難のトリガーを対象地
点の浸水確認時としたが，タイムラインなどを活
用した事前避難の検討は必要不可欠である。事前
避難の検討では，避難判断の基準となる水位計や
監視カメラ等による現地情報の把握手段なども合
わせて検討する必要がある。
　本稿の内容の一部は「自然災害研究協議会中国
地区部会　令和 3年度研究発表会」で発表した内
容を更新したものである。
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No.9，pp.8-13，2016． （投 稿 受 理：2023年 4 月 7 日
訂正稿受理：2023年 7 月20日）

要 旨

　山地や河川に近接した人口密集地では，土石流や洪水の同時流入による複合氾濫に対して，
より効果的な避難対策を確立する必要がある。本研究では，土石流や洪水流の同時流入による
複合的氾濫を考慮した数値計算モデルを用いて，複合的氾濫時の避難経路（避難目的地までの
移動）の安全性を検証した。避難経路の安全性は，「避難開始地点」から「避難目的地」までの移
動所要時間と，これら 2地点間の浸水開始時間（計算値）の差との関係から求めた。その結果，
複合氾濫時に対象地区の浸水被害リスク分布が推定され，より安全な避難経路や避難目的地を
特定することが可能となった。また，土石流や洪水流等の氾濫外力が複合的氾濫に与える影響
の大きさを推定することも可能となった。
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